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東京圏の鉄道における利用者にとって望ましい運賃システムに関する研究

運輸政策研究機構運輸政策研究所研究員

1──はじめに

東京圏の鉄道は充実した路線網や相互直通運転により，大

変利便性の高いものとなっている．その一方で，近年は少子高

齢化やそれに伴う生産年齢人口の減少，横ばい傾向の輸送人

員，訪日外国人の増加や東京の国際競争力の強化の必要性な

ど東京圏の鉄道を取り巻く環境は大きく変化してきている．こ

のような変化に対応するため，さまざまなサービスの改善が必

要になると考えられる．中でも運賃システムは長年変更がなく，

今まで以上に使いやすい運賃システムを検討することは重要

である．

本研究では，利用者から見た鉄道運賃における問題点を抽

出し，利用者にとって使いやすい運賃システム，具体的にはシー

ムレスな運賃システムを検討し，提案することを目的とする．

本報告では，運賃システムの現状と問題点の整理，特に乗

継の問題を取り上げ，その解決策に対する国内外の事例調査，

既存研究の整理，そして新しい運賃システム案の検討につい

て述べる．

2──鉄道運賃システムの現状と問題点の整理

2.1  鉄道運賃に関する問題の抽出

インタビュー調査や文献調査1）−3）を通じて問題点の抽出を

行った．

【利用者から見た鉄道運賃に関する問題】

・切符購入の際の分かりにくさ

−乗継切符購入等は，不慣れな旅行者にとって煩雑

−自分に合った企画乗車券を探すのが大変

・割高な乗継運賃

−  事業者間を乗り継ぐ乗車の際，事業者ごとに初乗り運賃

が加算され運賃が割高

−  最安経路と最短経路が異なり，最安経路選択による迂回

乗車を強いられる

・運賃格差

−  同じような距離，サービス，乗車時間で事業者によって運

賃が大幅に異なる

・様 な々ニーズに対応できていない

−  就労スタイルの多様化，休日の外出，高齢者の外出など

ニーズの多様化に対応した乗車券のバリエーションが少

ない

・事業者ごとの運賃とそれに伴うサービス

−  事業者の枠を超えたサービスが少ない

【社会全体から見た鉄道運賃に関する問題】

・割高な乗継運賃や既存線と新線の運賃格差によってインフ

ラが効率的に活用されない

・相互直通運転等でつながっていても，割高な乗継運賃によ

り地域間交流にかたよりが生じる可能性がある

また，日本で鉄道運賃の改善を検討する際には，利用者間

の平等，独立採算，事業者間の競争，事業者の経営効率化努

力など考慮すべき条件があり（図─1），また一部はトレードオ

フの関係になっているものも考えられることから，影響を考慮

する必要がある．

2.2  割高な乗継運賃

前節で取り上げた問題のうち本研究では，割高な乗継運賃

について検討を深めるものとする．この問題は以前から言われ

ている問題であり，運輸政策審議会答申第18号，第19号でも

指摘されているが，なかなか取組みが進んで来なかった問題

である．

■図—1　  運賃を議論する際に考慮すべき条件

条件

社会的視点 利用者間で平等なもの
原因者に適切に負担配分されるもの
独立採算に基づくもの
事業者間の競争を阻害しないもの
鉄道ネットワークを効率的に活用するもの
都市全体としての交通体系の一翼を担うもの

個別利用者
の視点

乗車以外のコスト（情報コストなど）が小さいもの
乗車に対する対価として納得できるもの

事業者の視点 投資意欲を阻害しないもの
集客努力，経営効率化努力が反映されるもの
与件の変化が反映されるもの（利用者減，電力料金など）
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2.2.1  初乗り運賃の意味

割高な乗継運賃の理由として，乗継ごとに初乗り運賃が加

算されることが挙げられる．これは相互直通運転においても

同じである．既存文献4）−8）によると初乗り運賃の意味には2つ

の考え方があると考えられる．

一つは初乗り運賃は終端費用に対するものという考え方で

ある．終端費用とは，鉄道輸送にかかる費用を終端費用とそ

れ以外の費用に分割して考えた際に，駅の維持に要する費用

を含む駅での乗車下車にかかる費用であり，輸送キロの大小

に関係せず輸送人員あたり一律に回収すべき費用である．そ

れ以外の費用は輸送キロに比例する費用であると考える．初

乗り運賃はこの終端費用とそれ以外の費用の最低輸送区間分

の合算値であるという考え方である．

もう一つは初乗り運賃は固定費用に対するものという考え

方である．鉄道輸送にかかる費用を，輸送量に関わらず発生す

る固定費用と，輸送量に応じて発生する可変費用に分けて考

えている．それに対して運賃も基本（固定）料金と従量（可変）

料金から構成され，基本料金が固定費用に，従量料金が可変

費用に対応する．初乗り運賃はこの基本料金に従量料金の最

低輸送区間分を合算したものであるという考え方である．

いずれの考え方も，費用を分解するなどして数値的に検証

した例に乏しいが，前者の考え方の場合初乗り運賃は，相互

直通運転において一部不要，乗継の場合は低減されると考え

ることができる．

2.2.2  割高な乗継運賃の例

利用実態を，平成22年度の大都市交通センサスのデータを

集計して確認した．いくつかのルートを取り上げて分析を行っ

た．発着駅を同一にして，会社間の乗継を含むルートと会社間

の乗継を含まないルートにおける利用者数を比較した．乗継に

より運賃は前者が高くなるが，所要時間は短くなるルートを取

り上げている．経路選択の理由は運賃以外にもさまざまあるだ

ろうが，特に定期券以外の利用において，時間がかかっても会

社間の乗継を含まない割安なルートが多くの利用者によって

選択されていることを確認した．なおこのような例は特定の箇

所や事業者において生じるものではなく，東京圏のいろいろな

箇所で観察されるものと考えられる（計算例：図─2，3）．

3──事例調査（割高な乗継運賃への対応）

3.1  国内の事例

国内では，昭和40年代の各社間の相互直通運転の開始（例

えば，国鉄常磐線と営団千代田線）によって，割高な乗継運賃

の問題が顕在化してきた．それ以前も路線ごとに乗継割引な

どの取組みがなされてきたが，1984年に大手民鉄と地下鉄の

間で本格的に乗継割引運賃制度が導入された9）．これは普通

旅客を対象とし，一回のトリップにつき一回，一事業者につき

10円割引とし，基本的に初乗り運賃区間相互間に適用される．

当時の導入の理由としては，利用者の利便性の向上，乗継乗

車距離が短いほど合算による割高感が高いこと，負担におけ

る旅客間公平性の確保などがあげられている．以後この制度

は現在まで続いている．

また東京メトロ線と都営地下鉄線の間では，都営浅草線開

業の翌年（1961年）から連絡割引普通運賃を実施しており，割

引額は徐々に拡大され，大江戸線開業時（2000年）には割引

額が70円となり，現在に至っている10）．このほかにも空港連絡

特殊割引運賃など，各社取組みを行っている．普通運賃以外

でも，フリーパス等を会社の枠組みを超えて発売するなどの取

組みがなされている．

利用者数の割合の比較の例
　押上＝東西線（茅場町～原木中山）間の乗車
（参考）押上＝東陽町間の運賃

都営浅草線経由（併算割引運賃） 290円
東京メトロ半蔵門線経由　230円

18.3％

90.4％

81.7％

9.6％9.6％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

定期外利用者
（n＝338）

定期利用者
（n＝136）

浅草線経由 半蔵門線経由

利用者数の割合の比較の例（定期外利用者）
　三鷹＝高田馬場間，吉祥寺＝高田馬場間の乗車
（参考）三鷹＝高田馬場間 JR線新宿経由 290円
   東西線経由 300円
 吉祥寺＝高田馬場間 JR線新宿経由 210円
   東西線経由 300円

46.4％

73.5％ 26.5％

0％ 20％

53.6％

40％ 60％ 80％

吉祥寺駅
（n＝855）

100％

三鷹駅
（n＝642）

東西線経由 JR線新宿経由

出典：平成22年大都市交通センサスデータより集計
運賃は各社ホームページ，2014年3月現在

出典：平成22年大都市交通センサスデータより集計
運賃は各社ホームページ，2014年3月現在

■図—2　  押上駅と東西線（茅場町〜原木中山）駅間の経路分担状況

■図—3　  三鷹駅・吉祥寺駅と高田馬場駅間の経路分担状況
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一方，運賃全般をめぐっては1997年の総括原価方式の下で

の上限価格制の導入やヤードスティック方式の強化，2001年

のsuicaサービス開始，2007年のPASMOサービス開始，2014

年の消費税率引上げに伴う1円単位鉄道運賃開始など取り巻

く状況は大きく変化してきている．

また鉄道同士ではないが特に割引額が大きい例として，札

幌市の乗継割引制度がある11）．例えば，各民間バスから地下鉄

に乗り継ぐ場合に80円割引となる（一部除く）．1971年の地下

鉄開業時に，住宅地から都心までの交通が都心へ直行するバ

スからバスと地下鉄を乗り継ぐ形態となり，利用者の負担が割

高となったため，当初は市営バスと市営地下鉄の間で定期券

の乗継割引が開始された．その後定期外，民営バスへと拡大

し，現在に至っている．しかし，2010年には民営バス事業者に

よる乗継割引の負担が難しくなり，負担の見直しについて申し

入れがなされた．議論の結果，現在では割引額全額が市営地

下鉄の負担となっている．

3.2  海外の事例

3.2.1  シンガポール

シンガポールでは，「Distance Fares」という運賃システムが

採用されている．これは輸送機関ごとに運賃を計算するので

はなく，出発地から最終目的地までの最終的な移動距離から

運賃を計算するというものである．鉄道のみの利用でも，バス

のみの利用でも，鉄道とバスの両方を利用しても，出発地から

目的地までの合計移動距離で運賃が決まる．例えば，出発地

から目的地までの移動距離が3キロならば73セントといった具

合である（2014年2月現在）．適用にはいくつかの条件があり，

運賃の支払いにカードを使用すること，一回の移動で乗換5回

まで，それぞれの乗換は45分以内，出発地から目的地までの

移動は2時間以内，電車の入場出場は1回のみ，バスの同一系

統の乗車は1回のみといった制約がある．

公共交通の運営主体はSBS社とSMRT社の2社があり，両者

とも鉄道とバスを運行している．また運賃は鉄道・バスともに

対距離区間制となっている．しかし，鉄道では路線により運賃

表が異なっている．

運賃表が異なる路線同士を利用する場合には次の計算とな

る．①合計移動距離に対して低い方の運賃表で運賃を算出す

る．②高い方の運賃表が適用される移動距離について高い方

の運賃表と低い方の運賃表の差額を計算する．③運賃（①で

算出）に差額（②で算出）を加算し，当該利用の運賃とする（計

算例：図─4）．

通勤・通学者が乗換時に追加で初乗り運賃を負担すること

なく乗換ができるよう，この運賃システムを導入したとのこと

だった．

3.2.2  ハンブルグ

ハンブルグでは，1950年代に公共交通利用者の減少という

問題があり，その原因として，路線設定・運賃面・ダイヤ面での

事業者間の連携の悪さが指摘されていた．そのため1965年に

ハンブルグ運輸連合が結成され，1967年には共通運賃制が導

入された．共通運賃制によって乗継コストは軽減され，現在で

はさらに運輸連合の範囲も拡大されている12），13）．

都心を中心にABCDEと円状になっているものをリング，そ

のリングをさらに細かく分けたものをゾーンと呼ぶ．特にリング

ABをGreater Hamburg Areaと呼ぶ（図─5）．運賃は移動

によって通過するゾーン数やリング数によって決定される．

乗車券には，1回券，1日券，定期券，時差券，グループ券な

どの種 類がある．例えば1回券の利用を考えるとGreater 

出典：シンガポール政府陸上交通庁回答より作成

出典：HVV Webpage，http://www.hvv.de/streckennetz/tarifplaene/

■図—4　  シンガポールの運賃の計算例

■図—5　  ハンブルグエリアの運賃ゾーン
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Hamburg Area内の移動で通過するゾーンが出発地を含めて

3ゾーンだった場合，通過するゾーン数が3ということで料金が

決まる．そのため，移動がUバーンのみであっても，UバーンとS

バーンを乗り継いでも，Uバーンとバスを乗り継いでも3ゾーン

であれば同じ運賃となる．このようにして割高な乗継運賃は回

避されている．

また当初は共通運賃によって得られた収入は座席キロや車

両キロなど各事業者のサービス供給量によって配分されていた

が，1999年からは乗客数，人キロ，切符の種類と割合，輸送機

関の種類などを基準としたインセンティブを意識した配分がな

されている．日本と異なり改札機のない信用乗車方式のため，

乗客数は計測機器やアンケート調査によって特定されている．

なお本発表では，ハンブルグのゾーン制を取り上げたが，

ヨーロッパでは都市や地域ごとに様 な々ゾーン制が導入されて

おり，ゾーンの決め方（ゾーンの形が六角形のもの，同心円状

で一つ一つのゾーンがもっと広いものなど）も多様である．

4──既存の研究から

割高な乗継運賃の解消やその周辺に関する研究は，国内外

問わず多数存在する．本研究では過去の研究をレビューし，そ

れらを①（海外の研究）事業者間の運賃統合や運賃の簡素化

に着目したもの14）−23），②（国内の研究）事業者間の運賃の統

合に着目したもの24）−26），③（国内の研究）事業者間を乗り継い

だ際の運賃の平準化に着目したもの27）−29）の3つに分類した．

①の海外の研究では，実際の導入事例に基づいて，効果

（利用者数の増加など）とその要因を統計的に分析しているも

のが多い．利用者数や運賃収入の伸びについて述べているも

のの，独立採算や運営上の効率性の確保などについては触れ

ておらず，日本の運賃システムについて議論するうえでは加え

て検討が必要と考えられる．

②および③の国内の研究では東京圏や近畿圏を対象とし

て，仮想の運賃システムを設定し，その効果や収支についてシ

ミュレーションを行っている．

研究がなされて以降，国内ではICカードの導入や社会の変

化，海外でも導入後に運賃システムが改良されるなど状況が

異なってきている．それらの変化も新しい運賃システム案に反

映する必要がある．

5──新しい運賃システム案の検討

5.1  新しい運賃システム案の検討の進め方

まず本研究における新しい運賃システム案の基本的考え方

を整理する．続いて解決策の選択肢を比較検討し，新しい運

賃システム案を作成する．同時に収受方式や配分方式も検討

する．次に新しい運賃システム案に対して数値シミュレーショ

ン等の試算を行い，効果の検証と課題の抽出を行う．ここで

必要があれば再度運賃システム案を修正し，試算しなおす．そ

して導入に向けての必要方策を検討し，結論を得ることとする．

本発表では，新しい運賃システム案の検討状況を述べるが，

詳細な検討や試算は今後行うものとする．

5.2  新しい運賃システム案の基本的な考え方

提案する運賃システムが目指すものは①利用しやすさ（乗

継時の初乗り加算をなくす），②わかりやすさ（運賃の把握が

容易，都市内の鉄道で同じ計算方法），③公平性である．また

各事業者のインセンティブと競争の確保，独立採算制につい

ては満たされるべき前提条件とする．これ以外の項目に生じ

る影響は試算等によって観察し，影響を考察する．

5.3  新しい運賃システム案の具体的検討

割高な乗継運賃を解消する方法としては①併算割引（導入

済），②初乗り運賃を下げる，③通算制，④共通運賃制，⑤経

営一元化の選択肢が考えられる．

このうち本研究では③通算制と④共通運賃制の二つの案を

検討する．①は例えば前述の導入済の乗継割引運賃制度，③

は例えば前述のシンガポールの例，④は例えば前述のハンブ

ルグの例が該当する．なお本発表では③の案の検討を深める．

通算制の計算方法として現時点ではシンガポールの方法で検

討を行うが，この方法が必ずしも最適な方法とは限らない，ほ

かの方法との比較については今後の課題としたい．

通算制は，どの社局間に対しても適用可能であるが，今回は

ケーススタディとして東京メトロ線と都営地下鉄線で検討を行

う．会社間の乗継がない駅間の乗車では，各社の運賃表によ

り運賃を計算する．会社間の乗継がある駅間の乗車では，合

計の乗車距離にて運賃を計算する．運賃表が異なる路線同士

を利用する場合には，合計の乗車距離に対して低い方の運賃

表で算出した運賃（①）に，高い方の運賃表で利用した距離

の差額（②）を加算する（③）．例えば図─6のとおりである．

この方法により，利用者にとっては事業者間をまたぐ利用の

際の運賃負担軽減や最短経路の選択が容易となるなどのメ

リットがある．また社会的にみても鉄道利用の増加，鉄道イン

フラの有効活用，地域間交流の促進，自動車利用からの転移

などが期待できる．

前述のように，東京圏の鉄道で運賃を検討するにあたって

は独立採算，インセンティブの確保，会社間の競争の確保が

必要となる．今後，試算を通じて，影響を評価するとともに，こ

れらを確保するための必要方策について検討を行う．
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例えば，独立採算確保に向けた方策としては，利用者の増

加による増収以上に減収となる場合，収支均衡を満たすよう

に運賃を設定し収入増により採算性を確保する方法や事業者

間競争や顧客サービスの競争に影響のない範囲で費用を共

通化して費用削減する方法などがある．具体的には今後の研

究の中で検討を進めるものとする．

6──まとめと今後の課題

本報告では鉄道運賃に関する問題を抽出し，中でも割高な

乗継運賃に関する問題を取り上げ，既存統計データや運賃表

などの資料，インタビュー調査等から割高な乗継運賃の問題

が依然として存在していることを確認した．また割高な乗継運

賃の問題に対する国内外の取組みを調べた．国内では主に併

算運賃に対する定額割引，海外では通算制や共通運賃制によ

る取組みがなされていた．続いて既存研究のレビューを行い， 

今後の検討にあたっては独立採算，事業者のインセンティブ

の確保といった日本の事情に合わせた提案にすることが必要

であることがわかった．

今後は海外事例における実施後の問題点の抽出，新しい運

賃システム案の詳細検討（独立採算・事業者インセンティブ確

保の方法，共通運賃制），試算の実施，効果の検証と課題の抽

出，導入に向けた必要方策の検討を行い，改善案の提案を行

う予定である．
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■図—6　  新しい運賃システム案の計算例

（例）2社をまたがって乗車した場合
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